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起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（全文） 
 
 
 

事前に備えるべき目標   ６ 重大な二次災害を発生させないこと 

 リスクシナリオ 

 ６－２ 有害物質の大規模流出・拡散 

※人命に直接的・重大な影響を及ぼすリスクシナリオ   

 現在の取組・施策 脆弱性評価 

 【有害物質の流出・拡散防止対策】  

 ＜有害物質の流出・拡散防止対策＞ 
 災害発生に伴う危険物や毒劇物の流出・拡散を防止するため

に、消防本部では、事業者の施設管理、保管等を関係法令等に

基づいて指導している。 
 毒物・劇物の流失防止のため、毒物劇物取扱い施設に対し保

管・管理・使用等について監視指導を行っている。 

  

 
 災害発生時においても、危険物・毒劇物の流出・拡散が起こる

ことのないよう、適切な管理・保管や、流出防止対策の実施等に

ついて指導等を行っていく必要がある。また、事業所に対し、災
害時における応急対策計画の策定についても指導が必要である。 

 ＜公共用水域等への有害物質の流出・拡散防止対策＞ 

 公共用水域及び地下水への有害物質の流出・地下浸透を防止

するため、水質汚濁防止法に基づく有害物質使用特定施設及び
貯蔵指定施設に適用される構造等基準を遵守している。 

 

水質汚濁防止法に基づく有害物質使用特定施設及び貯蔵指定施

設に適用される構造等基準については、災害発生時を考慮したも
のではないことから、流出時の措置について、検討する必要があ

る。 

 

 ＜有害な産業廃棄物の流出等防止対策＞ 
 廃棄物の飛散、流出等防止のため、事業者に対し、廃棄物処

理法に基づく廃棄物の処理基準、保管基準等の遵守、管理責任

者の設置等を指導している。 

 
 有害な産業廃棄物（特に硫酸、苛性ソーダ）が事業場外に流出

することにより、生活環境への影響、住民の健康被害が懸念され

ることから、適正保管の確保、緊急時における拡散防止対策、連
絡体制等を整備する必要がある。 

 また、環境への影響や健康被害を防止するため、事業者に対

し、有害な廃棄物の適正な保管や早期の処分を指導していく必要
がある。 

 ＜大気中への有害物質の飛散防止対策＞ 

 特定粉じん（アスベスト）排出等作業現場において、アスベ
スト飛散がないことを確認するため、アスベストの濃度測定を

行っている。 

 

 災害発生時には、被災建物等の解体等により大気中にアスベス
トが飛散するおそれがあることから、大気中のアスベスト濃度を

測定し、状況を把握する必要がある。 

 【有害物質流出時の処理体制の構築】  

 ＜有害物質流出時の処理体制の構築＞ 

 有害物質が河川等に流出した場合の迅速な処理を行うため、
平時から国及び県管理河川において水質事故等発生時の連絡体

制が構築されている。 

 流出事故発生時においては、公共用水域の水質保全のため、
必要に応じて現地調査及び水質測定を実施する。 

 

 災害発生時に、有害物質が河川等に流出した場合、水質汚染や
健康被害の発生等の二次被害が発生するおそれがあることから、

平時と同様に迅速な処理が行えるよう速やかに水質測定を行い、

汚染の度合いを把握する必要がある。 

 ＜有害物質の大規模流出・拡散対応＞ 

 有害物質の流出等が発生した場合は、被害の拡大防止、事態
収束のため、関係機関が出動し、対応する。 

 

 有害物質が大規模に流出等した場合は、早期に事態を収束させ
る必要があることから、関係機関との連携向上を図る必要があ

る。 

  



 
 
事前に備えるべき目標 ６   重大な二次被害を発生させないこと 

リスクシナリオ ６－２ 有害物質の大規模流出・拡散 
 

 

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要 

 有害物質の大規模流出・拡散による二次災害の発生を防ぐため、有害物質取扱事業所等に対する監視・検査指導等を通

じた流出・拡散防止対策の推進や、坑廃水処理関係施設の稼働の確保等を図る。 
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 災害発生に伴う危険物・毒劇物の流出・拡散を防止するため、

引き続き、関係法令等に基づき監視・検査・指導等を実施する。 

 
市 

消防本部 

 

 
 

 

 

災害発生時に有害物質が流出した時に迅速に適切な措置を講

じさせるため、流出時の措置について、訓練を実施する。 
 

 

市 

消防本部 

 

 

 

 

 
災害発生時の健康被害や環境への悪影響を防止するため、事業

者に対し、薬品類の適正保管について普及啓発等を進める。 

 
市 

 

 

 
引続き、県と連携し、災害発生時における、大気中へのアスベ

ストの飛散の度合いを迅速に把握するため、緊急時のモニタリン

グ体制の強化を図る。 
 

 
市 

県 

 

    

  
災害発生時の有害物質の流出・拡散時に、迅速な処理が行える

よう、速やかに汚染の度合いを把握するため、引き続き連絡体制

を維持するとともに緊急時のモニタリング体制の強化を図る。 

 
市 

消防本部 

県 
国 

 

  

有害物質が大規模に流出した場合における事態の早期収束等

のため、関係機関との連絡体制の強化を図る。 

 

市 

消防本部 

 

 

 


